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林野火災の現状と予防に係る取組状況
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林 野 火 災 の 現 状

年 件数

R元年中 ５

R2年中 ２

R3年中 ８

R4年中 ６

R5年中 ７【近年の傾向】

 過去５年間の発生件数の平均は、約1,279件

 過去５年間の焼損面積の平均は、約 705ha

 月別出火件数は、２月～４月が多くなっている （この３ヶ月で約52％）。

 空気が乾燥し強風が吹く時期であり、火入れが行われることや、山菜採りや
ハイキングなどで入山者が増加することによる火の不始末等が主な理由

 令和５年中の林野火災出火原因の大部分→人的要因(下図参照)

大規模林野火災発生状況
（焼損面積20ha以上）
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令和５年 林野火災出火原因
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⇒ 大船渡市林野火災の焼損面積は、過去60年で最大
 （昭和38年に福岡県田川郡香春町で6,160haを焼損した林野火災あり）
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（参考）各年における焼損面積1,000ha以上で最大の林野火災（昭和24年～）

年 自治体 面積（ha）

昭和24 和歌山県東牟婁郡三尾川村 1,691

25 北海道川上郡標茶町 4,364

27 北海道足寄郡西足寄町 4,364

28 北海道野付郡別海村 14,380

29 北海道野付郡別海村 4,959

30 北海道野付郡別海村 4,929

31 北海道野付郡別海村 1,488

32 和歌山県東牟婁郡日置川村 1,066

34 北海道厚岸郡厚岸町 8,759

36 岩手県下閉伊郡新里村ほか ※ 40,366

38 福岡県田川郡香春町 6,160

39 北海道千歳郡恵庭町 1,190

40 和歌山県東牟婁郡串本町 2,022

44 岩手県九戸郡山形村 2,132

年 自治体 面積（ha）

49 北海道釧路市 1,606

50 北海道釧路市 2,700

52 栃木県那須郡黒羽町・馬頭町 1,517

53 広島県安芸郡江田島町 1,005

58 岩手県下閉伊郡岩泉町 1,626

60 北海道釧路市ほか ※ 2,200

平成4 北海道釧路市 1,030

※ 複数の林野火災の焼損面積を合計したものである。 2



第１節 林野火災に強い地域づくり

・ 林野火災対策に係る総合的な事業計画の作成【地方公共団体】

・ 防火林道、防火森林の整備等【国〔林野庁、国土交通省〕及び地方公共団

体】

・ 警報発令中の火の使用制限の徹底、多発時期等における監視パトロール

等の強化【国〔消防庁〕及び地方公共団体】

・ 自主的な森林保全管理活動の推進【森林所有者、地域の林業関係団体等】

第２節 林野火災防止のための情報の充実

・ 気象の実況の把握、情報の充実、災害防止のための適時・的確な情報発

表【国〔気象庁〕】

第３節 防災活動の促進

１ 防災知識の普及、訓練

・ 林野火災予防運動等を通じた国民の防火意識の高揚、入山者等への啓

発【国〔消防庁、林野庁〕、公共機関、地方公共団体等】

    ・ 林野火災に関する広報資料の作成等【国〔消防庁、林野庁、気象庁等〕】

・ 標識板等や簡易防火用水の設置など防火思想の普及、初期消火に対応

するための施設の配備の促進【国〔消防庁〕及び地方公共団体】

２ 国民の防災活動の環境整備

・ 住民や事業所等の自主防災活動の育成・助長【国〔消防庁、林野庁〕及び

市町村】

３ 住民及び事業者による地区内の防災活動の推進

第４節 林野火災及び防災に関する研究等の推進

・ 林野火災の延焼性状、有効な消火資機材及び災害発生場所の状況に

応じた消火手段・方法、ヘリコプターによる空中消火に対応した消火戦

術等の調査研究について推進【国〔消防庁〕】

第５節 迅速かつ円滑な災害応急対策、災害復旧への備え

１ 情報の収集・連絡及び応急体制の整備関係

・ 山間地での広範囲な情報連絡が可能な通信機器の整備の促進【国、地

方公共団体等】

２ 救助・救急、医療及び消火活動関係

・ 空中消火を積極的に推進するためのヘリコプターの整備、広域航空応

援体制の整備、活動拠点及び資機材の整備等を積極的に実施できる体

制づくりの推進【国〔消防庁〕及び地方公共団体】

・ 林野火災用工作機器、可搬式消火機材等の消防用機械・資機材の整備

促進【市町村（都道府県）】

３ 緊急輸送活動関係

４ 避難の受入れ及び情報提供活動関係

５ 応急復旧及び二次災害の防止活動関係

・ 土砂災害等の危険度を応急的に判定する技術者の養成、事前登録等の

推進【国〔農林水産省、国土交通省〕及び地方公共団体】

６ 防災関係機関等の防災訓練の実施

・ 広域応援も想定した、より実践的な消火等の訓練の実施【消防機関】

・ 消防機関を始めとする地方公共団体、国の機関、林業関係団体、民間

企業及び地域住民等が相互に連携した訓練の実施

※ 赤字部分：第２編「各災害に共通する対策編」では記載がなく、第15編「林野火災対策編」にのみ記載があるもの

防災基本計画 林野火災対策編の第１章「災害予防」（概要）
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消防庁における林野火災予防の取組状況

例年、林野火災の増加が始まる１月頃に、予防関係では、概ね次の事項に重点を置き、各都道府県へ通知し、出火防止対策を推進している。

（１）入山者や地域住民等に対し、各種メディア等を通じ、たき火の火の始末の徹底、たばこの投げ捨て、火遊びの禁止等について広報すること。

（２）火入れの実施者及び作業者に対し、市町村条例の遵守、初期消火の準備、気象状況等を踏まえた火入れの実施等について指導すること。

（３）林業関係者に対し、日頃からの森林保全管理等の林野火災予防を適切に図るよう注意喚起するとともに、林内作業者に対し、火気管理の
徹底について指導すること。

林野火災に対する警戒の強化について（通知） （１月頃）

１ 全国山火事予防運動の目的

この運動は、林野庁及び消防庁の共同主唱とし、広く国民に山火事予防意識の啓発を図るとともに、予防対策を強化し、森林の保全と地域の
安全に資することを目的とする。

２ 主な実施内容

(1)入山者や森林所有者等を対象にした火の取扱いの注意喚起

(2)ポスター掲示など山火事予防意識の高揚を図るための広報活動の推進

(3)火災の発生しやすい時期における重点的な森林パトロール等の実施

(4)初期消火を中心とする消防訓練や消火資機材等の点検・管理等の実施

(5)地域住民や農林業関係者等による山火事予防組織の育成強化と予防活動の要請

全国山火事予防運動 （３月１日から３月７日まで）
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※春の全国火災予防運動と同時期に啓発

１ 林野火災の予防の徹底について（通知）の発出（令和７年３月4日）

２ 消防庁における啓発活動

総務省消防庁Ｘ（旧Twitter）での投稿、ＮＨＫラジオへの出演

３ 政府広報による啓発活動

政府広報オンラインＸ（旧Twitter）での投稿、新聞突出し広告、ラジオスポットＣＭ
（予定）

大船渡市等林野火災を受けた火災予防啓発活動の強化

今般の一連の火災を踏まえた政府広報
新聞突出し広告への掲載

今般の一連の火災を踏まえた政府広報
オンラインX(旧Twitter)での投稿
（令和7年3月28日）



・林道の有する防火機能、消火活動に果たす役割を高度に発揮するため、
林道の開設及び必要な附帯施設を整備。

○ 広く国民に山火事予防意識の啓発を図るとともに、予防対策を強化し、森林の保全と地域の安全に資する
ことを目的に、「全国山火事予防運動」を実施。

○ 林野火災予防対策を実行するため、林野火災予防機材等の配備や防火用にも資する林道の開設等への
支援のほか、国有林における林野火災対策の実施に係る予算を計上。

林野庁における林野火災予防対策

■全国山火事予防運動（毎年３月１日から７日）

山火事予防意識の啓発や予防対策の強化等を目的とし、林野庁
と消防庁が主唱し昭和44年から実施。

ジェットシューター 簡易水槽 普及啓発パレード

（１）林野火災予防に向けた取組 （２）林野火災予防対策関連予算

■林野火災警戒強化に関する通知（３月上旬）

・春先の林野火災の多発時期を控える３月に、林野庁から都道府県
林務担当部長宛に山火事予防の啓発活動や森林パトロール等の
森林保全管理体制の強化等を依頼。

・林野火災発生時には、林野庁への速やかな報告を依頼。

・山火事予防意識の高揚に向けた取組

山火事予防標識山火事予防ポスター

■農山漁村地域整備交付金、森林整備事業
（令和７年度予算 1,256億円の内数ほか）

・林野火災予防資機材や初期消火資機材の配備、巡視等森林保全管理
活動等を支援。 令和３年度より林野火災予防対策強化のため、林野火
災用消火剤の配備を支援対象に追加

可搬式ポンプ 「林野火災用消火剤」
を支援対象に追加

情報誌での広報

・森林巡視を実施し、入林者等への火の取扱いに対する注意を呼びか
けるとともに、林野火災の延焼抑止、円滑な消火活動を図るため、
路網の整備等を実施。

■国有林野事業関係
（令和７年度予算 １.3億円の内数）

・令和７年統一標語：「ふるさとの 山を守ろう 火の手から」

■林業・木材産業循環成長対策交付金
（令和７年度予算 62億円の内数）
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